
板橋区下水道未普及地域設置浄化槽汚泥の収集運搬に関する要綱 

（平成２４年３月２８日区長決定） 

（目的） 

第１条  この要綱は、区内において下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第

８号に規定する処理区域外の区域（以下「下水道未普及地域」という。）に設置さ

れている浄化槽の管理者又は占有者（以下「管理者等」という。）が維持管理に伴

う清掃を行う際に発生する浄化槽汚泥を区が収集及び運搬すること（以下「事業」

という。）について必要な手順を定めることにより、浄化槽の衛生管理を助長し、

生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

（対象及び回数） 

第２条 事業の対象となる浄化槽は、第３条第１項に規定する申請を行う日に下水

道未普及地域に設置されているものとする。ただし、国、地方公共団体又はこれら

に準ずる団体が管理又は占有する建物及び事業用建物（住居併用建物を除く）で使

用する浄化槽については、事業の対象としない。 

２ 事業の実施回数は、対象とする浄化槽１槽につき、年１回とする。 

（申請） 

第３条 管理者等は、清掃を実施する際に下水道未普及地域設置浄化槽認定申請書

（別記第１号様式。以下「申請書」という。）を区に提出する。 

２ 区は、申請書を受理した後４５日以内に審査のうえ前条第１項に基づく認定対

象の可否を決定し、管理者等へ通知する。 

（決定） 

第４条 前条第２項において、可と決定した場合の管理者等への通知は、板橋区下

水道未普及地域設置浄化槽認定書（別記第２号様式。以下「認定書」という。）の

交付をもって行い、否と決定した場合の管理者等への通知は、別記第３号様式によ

り行う。 

２ 認定書の有効期限は当該年度の３月３１日とする。 

（清掃） 

第５条 区は、浄化槽清掃業者のうち、事業を実施することができる者（以下「事

業者」という。）を掲載した認定書取扱浄化槽清掃業者名簿（別記第４号様式）を

作成し、管理者等に通知する。 

２ 事業者の選定にあたっては、当該事業者から承諾書（別記第５号様式）を徴し

事業の実施の可否を確認するものとする。 

３ 前条第１項により認定書の交付を受けた管理者等は、事業者を任意に選択し、

事業の実施を依頼する。 

（事業の実施及び支払い） 

第６条 前条第３項により依頼を受けた事業者は事業を実施し、管理者等は当該事

業者に対し、清掃分の料金を支払うとともに認定書を引き渡す。 



２ 本事業の実施後、事業者は前条の認定書等を添付した請求書により収集運搬分

の料金を請求し、区はこれに基づき支払う。 

（認定無効）  

第７条 認定書を交付した後であっても、浄化槽清掃の際に認定書の目的外使用が

判明した場合には、認定書を無効とし、区は収集運搬分の料金を支払わない。 

（委任) 

第８条 この要綱に定めのない事項については、別に資源環境部長が定める。   

付  則 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 「板橋区浄化槽清掃経費の助成特別措置に関する要綱」（平成１２年４月１日

施行 一部改正 平成１７年４月１日施行）については、平成２４年３月３１日

をもって廃止する。 

３ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

５ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

６ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 



別記第１号様式　　　　　   　　　　　    　　　 ※印の太枠の中のみ、ご記入ください。

（宛先） 板　橋　区　長  

住　所

申 請 者   ふりがな

( 管 理 者 ）
氏　名

電　話

浄化槽の設置場所 （容量）

 

清掃予定日　平成　　　年　　　月　　　日
清掃予定業者（決まっている場合のみご記入ください）

※（管理者住所） ※(管理者氏名）

　注）※については申請者と違う場合のみご記入ください。

以下の処理欄には、記入しないでください。

※板橋区処理欄　　　

確 認 書 発 行 課   長 担  当

可

・

否

関係機関協議

  認定書 No. 発行年月日

平成 平成

     年    月    日 

清掃リサイクル課 平成  　 　年　　　月 　 　日　 決　定

下水道未普及地域設置浄化槽認定申請書 （平成　　　年度）

対象確認要件

□不要

            （　　　　　）

印　　

（浄化槽の方式）

方式

 区支出決定額

 　　　　　　円

　□ 全部告示　　□ 一部告示　 （□ 接続可能　 □ 接続不可　 ）　□ 未告示

（ 確認資料　：　□ 東京都公共下水道告示一覧表　　□ 東京都公報 ）

認

定

書

告示

□機関名(　　　　　　　　・　／　実施)　□現地調査　□要（　／　)実施　□不要

係   長収 受 印

 　　　　　 №　　　

審

査

有効期限  浄化槽容量

     年    月    日 

□必要

□　告示

□関係機関協議

 

資源循環推進課 



別記第２号様式

認定書番号　　　№　1

(管理者住所)　板橋区　　　　　丁目　　　番　　　号 (管理者氏名)

容量

 

（清掃事業者記入欄） 平成　　年　　月　　日発行

清 掃 実 施 年 月 日
引抜
汚泥量

平成 清掃料金 収集運搬料金 東京都板橋区長　　　　　　　　

　　年　　月　　日 円 円 kl 印

東京都板橋区　　　　　　丁目　　番　　号

(平成　　年度)板橋区下水道未普及地域設置浄化槽認定書

※
裏
面
も
よ
く
お
読
み
く
だ
さ
い

方式

金　額
管理者
確認欄

印

下水道
未普及地域
設置浄化槽

清掃業者
コード

上記の浄化槽について下水道未普及地域設置であることを認定し、汚泥収集・運搬料金を板橋区が支出する。

設置場所

有効期限

平成 年 月 日
重 要

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第２号様式 

 
注 意   

（１） この認定書は原則として再交付しません。 

（２） 認定書取扱浄化槽清掃業者名簿記載の業者に依頼してください。 

（３） 清掃を行うときは、浄化槽管理者は必ず立ち会い、清掃が終了したことを確認してください。確 

認したときは、この認定書の管理者確認欄に自署してください。 

（４） 表記の有効期限までに浄化槽の清掃を行ったときは、汚泥の収集・運搬料金を板橋区が支払いま 

すので、清掃にかかった料金のみを清掃業者にお支払いください。 

（５） 清掃料金を清掃業者に支払うときは、（４）の料金と共に、この認定書を一緒にお渡しください。 

 

 次の場合は、この認定書は無効となります。 

（１） 表記の浄化槽の設置場所と異なる所にある浄化槽の清掃を行い、この認定書を使用したとき。 

（２） 表記の浄化槽の方式、容量が、実際に使用している浄化槽と違っているとき。 

（３） 表記の有効期限を訂正したとき。 

（４） 認定書取扱浄化槽清掃業者名簿記載の業者以外の業者に依頼したとき。 

 次の場合は、速やかに板橋区役所資源環境部資源循環推進課《電話（３５７９）２２１７（直通）》に 

ご連絡ください。 

（１） 表記の浄化槽の設置場所の住居表示が変更になったとき。 

（２） 表記の郵送先を変更したいとき。 

（３） 表記の浄化槽の所有者又は管理者が変更になったとき。 

（４） 表記の浄化槽を廃止したとき、または、取り壊して別の浄化槽を設置しようとするとき。 

 



別記第５号様式  

 

承 諾 書 
 

 

  当社は、東京都板橋区（以下「区」という。）から交付される下水道未普

及地域設置浄化槽認定書（以下「認定書」という。）所持の管理者等からの

浄化槽の清掃依頼に応じ、清掃及び収集運搬を実施します。  

  つきましては、区から認定書の交付を受けた者に提示する「認定書取扱

浄化槽清掃業者名簿」に当社が記載されることを承諾します。  

 

 

 

          年     月     日  

 

 

 

                                  住 所  

 

                                  氏 名                         

 

 

板  橋  区  長   宛  

 

 


